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環循適発第 24032923 号 

令和６年３月 29 日 

 

 

各都道府県 

廃棄物行政主管部（局）長殿 

 

 

環境省環境再生・資源循環局    

廃棄物適正処理推進課長   
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中長期における持続可能な適正処理の確保に向けたごみ処理の広域化及びご

み処理施設の集約化について（通知） 

 

 

一般廃棄物行政の推進については、かねてより種々御尽力、御協力いただいている

ところである。 

ごみ処理の広域化については、平成９年に「ごみ処理の広域化計画について」（平

成９年５月 28 日付け衛環第 173 号厚生省生活衛生局水道環境部環境整備課長通知。

以下「平成９年通知」という。）を発出し、ごみ処理に伴うダイオキシン類の排出削

減を主な目的として、各都道府県において広域化計画を策定し、ごみ処理の広域化を

推進することを求めてきたところである。また、平成 31 年には「持続可能な適正処

理の確保に向けたごみ処理の広域化及びごみ処理施設の集約化について」（平成 31

年３月 29 日付け環循適発第 1903293 号環境省環境再生・資源循環局廃棄物適正処理

推進課長通知。以下「平成 31 年通知」という。）を発出し、持続可能な適正処理の

確保、気候変動対策の推進、災害対策の強化等の観点からごみ処理の広域化及びごみ

処理施設の集約化（以下「広域化・集約化」という。）の更なる推進が必要であり、

持続可能な適正処理の確保に向けた広域化・集約化に係る計画（以下「広域化・集約

化計画」という。）を策定し、これに基づき安定的かつ効率的な廃棄物処理体制の構

築を推進されることを求めてきたところである。 

平成９年通知の発出後、全ての都道府県において広域化計画が策定され、都道府県

及び市町村による広域化・集約化に向けた取組が進められてきた。この結果、全国の

ごみ焼却施設数は平成 10 年度の 1,769 施設から令和４年度には 1,016 施設と約４割

減少している。施設の規模別では、平成 10 年度には 100 t/日以上の施設が 550 施設

と全体の約３割であったところ、令和４年度には 100 t/日以上の施設が 569 施設と全

体の約６割に増加しており、施設の平均規模も平成 10 年度の 109t/日から令和４年度
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には 172t/日となるなど、集約化・大規模化が着実に進んできた。ごみ焼却施設から

のダイオキシン類の排出量についても平成 10 年の 1,550g-TEQ/年から令和３年には

19g-TEQ/年と大幅に削減されており、目標である 33g-TEQ/年を達成している。このよ

うに、ごみ処理の広域化は一定の成果を上げてきた。 

一方、平成 31 年通知の発出後、一部の都道府県では新たな広域化・集約化計画が

策定されておらず、広域化・集約化を行うメリットが少ないと判断されたことや市町

村間の調整が困難であること及び住民との調整が困難であること等の要因により、広

域化・集約化が進まない事例も近年見られている。 

また、平成９年通知の発出から 25 年以上が経過し、我が国のごみ処理を取り巻く

状況は当時から大きく変化している。 

第四次循環型社会形成推進基本計画（平成 30 年６月 19 日閣議決定）においては、

「我が国はこれまで経験したことのない人口減少・少子高齢化が進行しつつある。東

京などの大都市への人口集中は進んでいるが、大都市においても一部の地域を除いて

人口が減少すると推計されている。地方部では人口が大きく減少することが推計され

ており、特に１万人未満の市町村では 2050 年には 2010 年の約半数に人口が減少する

と推計されている。」としており、「３Ｒの推進等により１人当たりのごみ排出量や

最終処分量が着実に減少しているところであるが、これに加え人口減少の進行により

ごみ排出量は今後さらに減少していくことが見込まれるところ、他方で廃棄物処理に

係る担い手の不足、老朽化した社会資本の維持管理・更新コストの増大、地域におけ

る廃棄物処理の非効率化等が懸念されている。」等の課題を指摘している。このため、

廃棄物処理施設整備計画（令和５年６月 30 日閣議決定）においては、「各地域にお

いては広域化・集約化に向けた取組が行われてきたが、このような状況の中、将来に

わたって持続可能な廃棄物の適正処理を確保するためには、より一層の取組が必要と

なっている。」とした上で、 都道府県と市町村が連携し、３Ｒ＋Renewable をはじめ

とする循環経済への移行やライフサイクル全体における温室効果ガスの排出削減へ

の貢献といった点を考慮しつつ市町村単位のみならず広域圏での一般廃棄物の排出

動向を見据えた広域化・集約化を図る等、必要な廃棄物処理施設整備を計画的に進め

ていくべきである、としている。 

さらに、2021 年に改定された地球温暖化対策計画においては、2050 年カーボンニ

ュートラルの実現に向けて、温室効果ガスの排出量を 2030 年度に 2013 年度比 46％削

減することを目指し、さらに、50％の高みに向け、挑戦を続けていくこととされたこ

とを踏まえ、廃棄物処理施設整備計画においても、脱炭素化の推進が基本的理念に新

たに追加されたところである。 

加えて、近年、我が国では令和元年東日本台風、令和２年７月豪雨、令和６年能登

半島地震等、毎年のように大規模な災害が発生している。気候変動に対し強靱で持続

可能な廃棄物処理システムを構築する観点からも、様々な規模及び種類の災害に対応

できるよう、公共の廃棄物処理施設を、通常の廃棄物処理に加え、災害廃棄物を適正

かつ円滑・迅速に処理するための拠点と捉え直し、平素より廃棄物処理の広域的な連

携体制を築いておく必要がある。 


